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1

1.1　�脱炭素化に向けた温室効果ガス（GHG）排出量削減計画の
策定では、期待される5つのメリットから自社の課題を理解
することが大切です

（1）中小企業が取り組む脱炭素化と期待される5つのメリット
脱炭素経営は、「事業体の活動に伴う温室効果ガスの排出を全体としてゼロ
にすること（カーボンニュートラル：CN）」です。「排出を全体としてゼロ」
というのは、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」から、植林、
森林管理などによる「吸収量」を差し引いて、合計を実質的にゼロにすること
を意味しています。

脱炭素経営は、さまざまな規制や制約などの社会情勢に対応する手段であり、

加えて 5つのメリットを生み出します。中小企業を含むすべての企業が脱炭
素経営に取り組む 5つのメリットを紹介します。

第1章

脱炭素経営を目指す理由
【経営者対象】

カーポンニュートラルの概念

出典：環境省 HP　脱炭素ポータル「カーボンニュートラルとは」
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第 1章　脱炭素経営を目指す理由【経営者対象】

①  サプライチェーンでの優位性の構築（自社の競争力を強化し、売上・受注
を拡大）

② 光熱費・燃料費のエネルギー低減と原材料と製品のコスト削減
③ 投資環境が整備された企業としての知名度や認知度の向上
④ 脱炭素の要請に対応することによる、社員のモチベーション向上や人材
獲得力の強化、企業活動の持続可能性の向上

⑤ 新たな機会の創出に向けたビジネスチャンスに有利
脱炭素化に向けた温室効果ガス（GHG）排出量削減計画の策定では、期待
される 5つのメリットから自社の課題を理解することが大切です。

（2）�1つ目のメリットは、サプライチェーンでの優位性の構築（自社の
競争力を強化し、売上・受注を拡大）

1つ目のメリットとは、サプライチェーン（製品の原材料・部品の調達から
販売に至るまでの一連の流れ）での優位性の構築です。自社の競争力を強化す
ることで、売上・受注を拡大できます。具体的には後述しますが、以下のよう

な理由です。

脱炭素化に向けた目標設定として、取引先の大企業からサプライヤー（企業

活動に必要な原材料や資材、サービスなどを供給する売り手）に対する SBT

目標の策定［→ 8.1 （1）～（4）（目標設定）］の働きかけが拡がりつつあります。

サプライチェーン排出量

Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出（燃料の燃焼、工業プロセス）
Scope2：他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
Scope3：Scope1、Scope2以外の間接排出（事業者の活動に関連する他社の排出）

出典： 環境省・経済産業省　グリーン・バリューチェーンプラットフォーム「排出量算定に
ついて」
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1.1　 脱炭素化に向けた温室効果ガス（GHG）排出量削減計画の策定では、期待される 5つのメリッ
トから自社の課題を理解することが大切です

1SBT目標は、パリ協定が合意した「世界の気温上昇を産業革命前より 2℃

を十分に下回り、また 1.5℃に抑える水準」と整合した、企業の中長期的な削
減目標のことです。SBT目標では、自らの事業活動に伴うエネルギー関連の
排出（Scope1、�Scope�2）だけではなく、原材料・部品調達や製品の使用
段階も含めた排出量（Scope3）の削減も目標として示すことを TCFD（気
候関連財務情報開示タスクフォース）［→ 7.3（投資環境）］が求めています。

そのため脱炭素経営は自社製品の競争力確保・強化、ビジネス環境向上に今
後ますますつながっていく［→第 9章（経営戦略のビジネスチャンス）］ものと考

えられます。

（3）�2つ目のメリットは、光熱費・燃料費のエネルギー低減と原材料と
製品のコスト削減

2つ目のメリットとは、事業コストの削減です。事業場で、消費される、光
熱費・燃料費のエネルギー低減と原材料と製品のコスト削減を図ることができ

ます。2つ目のメリットも、具体的に後述しますが、以下のような理由です。

Scope1［→第 3章］、Scope2［→第 4章］では、脱炭素経営に向けて省
エネ活動と創エネ活動に取り組みます。エネルギーを多く消費する非効率なプ
ロセスや設備の更新を進めていく必要があり、それに伴う光熱費・燃料費の低
減がメリットとなります。

Scope1［→第 3章］、Scope2［→第 4章］では、一般的には費用が高くなると

思われがちな再エネ電力の調達（創エネ活動）についても、補助金を活用する
ことで、大きな追加負担なく実施しているケースもあります。
Scope3［→ 5.6（環境保全活動）］では、原材料から製品に至る全ての企業
活動でのコスト削減が可能です（環境保全活動）。

（4）�3つ目のメリットは、投資環境が整備された企業としての知名度や
認知度の向上

3つ目のメリットとは、投資環境を整備された企業としての知名度や認知度
が向上することです。具体的に後述しますが、以下のような理由です。
経営戦略開示（TCFD）、ESG投資、ソーシャルボンド［→第 7章（投資環境）］

を行うことで、省エネに取り組み、大幅な温室効果ガス排出量の削減を達成し

た企業、再エネ導入を先駆的に進めた企業と見なされます。メディアで取り上
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第 1章　脱炭素経営を目指す理由【経営者対象】

げられたり、国・自治体により投資環境整備の情報が開示されたりします。
経営戦略開示（TCFD）は、環境・社会・企業統治に配慮した企業として
投資を促す自社の知名度・認知度向上の証であり、金融環境が整備された証明
です。

経営戦略開示（TCFD）、SBTや RE100などの目標設定［→第 8章］は、

副次効果として顧客層への浸透が期待できます。特に経営戦略開示（TCFD）
は、企業選別の条件が整備された証明ですので、投資家の企業の投資条件に重
視される副次効果もあります。

金融機関の中小企業に対する脱炭素化に向けた圧力が高まりつつあります。

一方、融資先の選定基準に地球温暖化への取り組み状況を加味し、脱炭素経営
を進める企業への融資条件（長期資金供給、利子補給制度）を優遇する取り組
み［→ 7.1（投資環境）］も行われています。例えば、滋賀銀行は温室効果ガス

排出量の削減や再生可能エネルギーの生産量または使用量などに関する目標の

達成状況に応じて貸出金利が変動する「サステナビリティ・リンク・ローン」
を開始しています。

サステナビリティ・リンク・ローン

出典：滋賀銀行　ニュースリリース　2020.09.17
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1.1　 脱炭素化に向けた温室効果ガス（GHG）排出量削減計画の策定では、期待される 5つのメリッ
トから自社の課題を理解することが大切です

1（5）�4つ目のメリットは、脱炭素の要請に対応することによる、社員の
モチベーション向上や人材獲得力の強化、企業活動の持続可能性の
向上

4つ目のメリットとは、脱炭素の要請など、世界中で標準化される社会的な

関心ごとに対し、事業者が同調することは、社員のモチベーション向上や人材
獲得力の強化、企業活動の持続可能性の向上につながります。このメリットも
具体的には後述しますが、以下のような理由です。

SBTや RE100［→ 8.1（目標設定）］など、気候変動という社会課題の解決

に対して取り組む姿勢を示すことによって、社員の共感や信頼を獲得し、社員
のモチベーション向上［→ 1.3（組織化）］につながります。

経営戦略開示（TCFD）［→ 7.3（投資環境）］は、環境・社会・企業統治に向

けた対応です。気候変動問題への関心の高い人材から共感・評価され、「この

会社で働きたい」と意欲を持った人材を集める効果が期待されます。
脱炭素経営は金銭的なメリットだけでなく、データ分析や運用改善、投資改

善［→第 2～ 6章］にあたり、経営層、管理者、社員の判断が情報開示され、

組織の役割、取り組みを通じた、コミュニケーションによる企業活動の持続可
能性の向上［→ 9.1（ビジネスチャンス）］をもたらします。

（6）�5つ目のメリットは、新たな機会の創出に向けたビジネスチャンス
に有利

5つ目のメリットとは、いま日本が進めている方向に応じた産業構造を目指

すことができます。これらの条件が整うことで、新たな機会の創出に向けたビ
ジネスチャンスに有利に働くことになります。このメリットも後述してありま
すが、概略は以下のとおりです。

GX（グリーントランスフォーメーション）［→第 10章（脱炭素に向けた流れ）］

とは、温室効果ガスの排出原因となっている化石燃料などから脱炭素ガスや太

陽光・風力発電といった再生可能エネルギーに転換することで、産業競争力を
向上［→ 9.2（新産業参入）］させ、温室効果ガスの削減を経済社会システム全
体の変革により目指します。
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第 1章　脱炭素経営を目指す理由【経営者対象】

サステナビリティ・リンク・ローン

グリーントランスフォーメーション（GX）とは
温室効果ガスの排出削減と産業競争力向上の両立を目指す取り組み

　　

【GXが重要な理由】
◎ カーボンニュートラルを表明する国の増加
◎ 金融機関などで ESG投資の広がり
◎ サプライチェーン全体での脱炭素化
◎ 政府が掲げる「新しい資本主義」の投資分野の 1つ

　　

【「新しい資本主義」の投資分野】
◎ 人への投資と分配
◎ 科学技術・イノベーション
◎ スタートアップ・オープンイノベーション
◎ GX・DX


